
1049科学学問の自由とは何か

「学問の自由」の
意義と状況

憲 法 23条 は，「学
問の自由は，これを
保障する」と規定し
ています。学問とは，
人間が自然と社会の

法則（真理）を探究し認識する精神的営為のことで
す。真理の探究は，しばしば現在通用している法
則や通念を疑うことから始まります。特に社会科
学の場合，現在の政治体制の根本の理念や価値に
疑問を抱き，新しい理念や価値体系を提示しよう
とします。政治権力は，現在の体制や政策を支持
する学問に対しては，財政的援助を与えて重宝す
る反面，現体制の根本価値を疑ったり，現実の政
策を批判したりする学問に対しては，財政的援助
を削減したり，何らかの攻撃や抑圧を加えること
があり得ます。このように，学問には現体制にと
って役に立つ側面と不都合で危険な側面がありま
す。憲法が「学問の自由」を人権として保障した
のは，仮に現体制の政策や体制の根底にある基本
的価値を批判する学問であっても，学問研究・発
表の自由を与え，これに制約や弾圧を加えてはな
らないということを意味します。
「学問の自由」は，①私人の学問研究および研
究発表の自由，②研究機関における教授・教育の
自由，③大学の自治，の保障を内容としています。
「真理の探究」は人間の本性に基づく欲求であり，
時代を超えた普遍的価値をもちますが，しばしば
時代の趨勢と衝突することが起こります。日本国
憲法は，制定以来，社会の中に深く浸透した半面，
国際情勢や国内の思想潮流と調和しない面がある
ことも事実です。民主制社会において，多様性は
健全性の証左でもありますが，一般的に制度の定

着と安定は，それ自身の中に内在する矛盾
を胚胎させるものですし，しばしば社会の外
在的な矛盾が反映される面があることも否めま
せん。社会が生き物である限り，人の移動，制度
の疲労等が伴うからです。日本社会においては，
近年の政府の大学政策と教育制度自体の改変は著
しく，学問研究内容や教育内容への圧力となって
表れているように見受けられます。
例えば，かつて各大学において，憲法 9条と
の関係で軍事研究はしないという自己規律が一般
的でした。しかし，今や政府や大企業の巨大な研
究費の提供の下に自己規律は崩れつつあります。
すなわち，真理探究の中核的役割を担っていた大
学が憲法の禁止した戦争放棄の規範から乖離し，
歯止めなく融解しつつあるのです。現代の大きな
論点の一つです。また，近時，学校教育法，国立
大学法人法が改正され，大学は「真理」の探究に
向かうのではなく，政府の示した政策方針（経済の
浮揚策の手段として機能するものです）に協力したり，カ
リキュラム改変を伴う教育改革を率先したり，研
究の方向性を誘導されたりする関係が濃厚にでて
くるようになっています。換言すれば，「真理の
探究」は政府や資金提供者の掲げる「政策」実現
という近視眼的な成果主義に飲み込まれつつある
ことも否めません。さらに，経済のグローバリズ
ムの進展が国境の壁を乗り越えつつありますが，
学問の場もこの勢いに飲み込まれ目前の問題解決
という短期的目標の設定が浸透し始めています。
これらは「真理探究」を保障した憲法規範と衝突
せざるを得ない面があることを認識しておく必要
があります。
以下では，学問の自由が憲法規範としてもつ意
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味を確認したうえで，順次具体的な問題に検討を
加えることにします。

歴史的考察　――　明
治憲法と日本国憲
法の比較

明治国家　1889（明
治 22）年に制定され
た明治憲法はプロイ
セン憲法に範をとっ
た も の で す が，

1850年のプロイセン憲法 20条の「学問の自由」
を継受せず，格別の規定をおきませんでした。欧
米列強に追いつくべく天皇主権の統治体制の下に
強力な中央集権体制をとった明治国家（大日本帝国）
においては，教育も学問も国家に奉仕することが
前提とされていました。主権が国民（臣民）にない
体制の下では，理論的意味で基本的に人権が保障
されることはありません＊1。学問の自由が体制を
批判する可能性を秘めている以上，これを疑似人
権としても認める訳にはいかなかったのです。

1886（明治 19）年に発布された帝国大学令は，第
1条で「帝国大学ハ国家ノ須要ニ応スル学術技芸
ヲ教授シ及其蘊奥ヲ考究スルヲ以テ目的トス」と
規定しています。学問は「国家ノ須要ニ応スル」
ためのものでしかなかったのです。また，高等教
育の内容が《真理の探究》ではなく，《実利的・応
用的性格》を有していたことも明治国家の特徴の
一つでした。
ヨーロッパの場合，中世の大学ではギリシャ，

ローマ時代の基礎的教養とされたリベラル・アー
ツが中心でした。リベラル・アーツ（自由な学芸）と
は，言語に関する文法（grammatica），修辞学（rhetorica），
弁証法（dialectia）＊2と，数に関する算術（arithmetica），
幾何学（geometrica），音楽（musica），天文学（astronomia）

の 7学科を意味します。その上で神学，法学，
医学（しばしば 3大学問といわれる）が研究されました。
12世紀以前に存在した大学の前身ともいうべき
スコラ（schola＝学院）が宮廷貴族の子弟を教育する
宮廷付属学院や司教付属学院，修道院付属学院の
ように，教えられた知識を吸収することを目的と

していたのと異なり，大学は一定の枠内とはいえ，
世俗的干渉を排してより程度の高い研究・真理
（veritas）の探究が目的とされました。その根底には，
古代ギリシャ以来の《肉体労働から解放された自
由人》のもつべき教養という観念があり，実利性
や職業性と切り離された真理探究の思想がありま
す。
明治国家では最初からヨーロッパの大学の伝統
を継受しなかったのです。帝国大学に工学（部）と
農学（部）が設置されたのは，その証左といえまし
ょう。文学部が置かれたのは東京と京都の二つの
帝国大学にすぎませんでした。このように，明治
国家においては，帝国大学令が示しているように，
ヨーロッパの先進的実利的学問を摂取し，日本社
会に役立てる実用主義的・手段的性格をもってい
ました。そのためヨーロッパ市民社会の基礎にあ
る《リベラル・アーツ》や革命的精神ともいうべき
《個人，自由，人権》といった思想は正しく輸入さ
れず，天皇制の基盤の上に右翼とよばれる日本独
特の思想が，西欧社会への同化思想と鋭く対立し
ました。したがって，天皇制の神話や国体の批判，
社会主義の研究等，真理の探究としての学問の自
由は禁ぜられ，国家主義的目的の範囲内でしか研
究の自由も大学の自治も認められなかったので
す＊3。哲学館事件（1902年）＊4，森戸事件（1920年）＊5，
左翼教授追放事件（1928年）＊6，滝川事件（1933年）＊7，

＊1―大浜啓吉『法の支配とは何か　――　行政法入門』（岩波新
書・2016 年）55 頁以下，79 頁以下。
＊2―論理学（logica）ともいう。

＊3―これに対して，「凡そ大学を除く他の社会に於いて，何か
の言論が禁止されようとも，唯大学のみは，唯一の許された区
域として，自由な研究が許されねばならない」（河合栄次郎「時
局・大学・教授」『日本評論』1938 年 3 月号）といわれ，実際，
大学には一定の危険な思想が許されていたといわれています

（堀尾輝久『天皇制国家と教育』（青木書店・1987 年）281 頁）。
戦前においては，大学の自治はエリートの特権と結びついて語
られていたのです。
＊4―哲学館講師である中島徳蔵の倫理学講義を不穏当として
中島を引責辞職に追い込んだだけでなく，それまで早稲田，慶
應，國学院とともに許されていた教員無試験検定の特権を取り
消したもので，私学弾圧の走りとなりました。
＊5―東京帝国大学助教授の森戸辰夫が学部の機関紙『経済学
研究』に寄せた論文「クロポトキンの社会思想の研究」が新聞
紙法 42 条の朝憲紊乱罪に当たるとして休職処分を受けたほか，
禁固 3 カ月の刑に処せられた事件です。雑誌の編集発行人大内
兵衛助教授も休職処分を受けました。
＊6―河上肇（京大），大森義太郎（東大），向坂逸郎（九大），
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天皇機関説事件（1935年）＊8，河合栄次郎事件（1938

年）＊9，津田左右吉事件（1940年）＊10等は，国家的干
渉の例として引証されますが，明治国家の学問の
在り方と深く関係していることはいうまでもあり
ません。
日本国憲法の解釈　これに対して，日本国憲法

23条は「学問の自由」の規定をおきましたが，
日本国憲法が圧倒的な影響を受けたアメリカ憲法
は「学問の自由」について何ら規定がありません。
もともと英米には，大陸型の学問の自由の思想は
なく，むしろ学問の自由を格別に保障することに
対して民主主義や市民的自由の立場から懐疑と反
感が投げかけられてきました。これは思想・表現
の自由の保障がある以上，学問の自由はこれに包
摂され，格別に保障する必要がないと考えられて
きたからです。にもかかわらず，何ゆえに日本国
憲法に「学問の自由」が規定されたのか，その理
由は必ずしもはっきりしません。
憲法制定過程をみると，連合国司令部の第一次

草案 12条は，大学における教育および研究の自
由並びに合法的な調査研究の自由を保障し教員の

罷免権を有するのは教育・研究専門従事者の組織
ないし協会に限られるべきだとしていました＊11。
しかし，その後，「合法的調査研究の自由」およ
び「教員の罷免」に関する文言が削除され，第二
次試案では「大学における教育研究の自由並びに
職業選択の自由は，すべての成年者に保障され
る」となりました。マッカーサー草案（総司令部案）
では，「大学の自由及び職業選択は，保障され
る」＊12とされましたが，日本政府の提案で「職業
選択の自由」を分離して居住，移転の自由と一緒
に 22条に移し，23条は「学問の自由」だけを保
障する条文となったのです。
憲法制定過程を見る限り，23条の「学問の自
由」について，それ程重要な議論が行われた形跡
はなく，その意味も必ずしもはっきりしません。
しかし，明治憲法になかったものを敢えて規定し
たことには，それなりの意味を読み込んで解釈さ
れるべきでしょう。
第一に，明治憲法下における学問の自由の在り
方を根本的に否定する意味があるというべきでし
ょう。すなわち，明治憲法においては学問と教育
は勅令（天皇の命令）事項とされ，ともに国家のため
の学問・教育の観念に支配され，天皇制の神話や
国体の批判，社会主義の研究等，真理探究のため
の学問の自由は禁止され，国家主義的目的の範囲
内でしか研究の自由も大学の自治も認められませ
んでした。日本国憲法の下では，このような学問
に対する国家介入は一切許されません。
第二に，「学問の自由」の内容として，①私人

の学問研究および研究発表の自由，②研究機関に
おける教授・教育の自由，③大学の自治が保障さ
れていることについては，学説上もほぼ異論があ
りません。問題は，①「研究発表の自由」は，憲
法の保障する「思想・良心の自由」（19条）および
「表現の自由」（21条）等に包摂されているにもかか
わらず，憲法が敢えて「学問の自由」を格別に保

佐々弘雄（九大）らが左翼思想を理由に大学から追放された事件
です。文部大臣水野錬太郎が各大学総長に対して，断固たる措
置を厳命し，教授会の辞職勧告を経て追放されました。
＊7―1930 年代初め，大学生の赤化問題に危機感を抱いた右翼
は，滝川幸辰が中央大学で行った講演「トルストイの復活に現
れた刑罰思想」を攻撃しました。これを受けて内務省は，1933
年 11 月，滝川の著書『刑法読本』と『刑法講義』を発禁処分
とし，ついで鳩山一郎文相は小西重直京大総長に滝川の辞職ま
たは休職を要求しましたが，これが拒否されると 5 月休職処分
にしました。これに対して，法学部の全教官が辞表を提出。文
部省は滝川幸辰，佐々木惣一，末川博ら 6 教授を免官とし，恒
藤恭ら助教授 4 名，講師ら 8 名は辞職しました。この事件で法
学部の 3 分の 2 の教官がいなくなりました。
＊8―美濃部の唱えた天皇機関説が不敬であり「国体」に反す
るとして指弾され，美濃部は貴族院議員を辞しました。また彼
の 3 つの著書『逐条憲法精義』『憲法撮要』『日本憲法の基本主
義』が発禁処分となりました。
＊9―東大経済学部教授の河合栄次郎の著書『改訂社会政策原
理』『ファシズム批判』等が発禁処分となり，出版法違反で起
訴され罰金刑を言い渡された事件。
＊10―早稲田大学教授だった津田左右吉は，古事記や日本書紀
の神代の物語は歴史的事実を書いたものではないと説いていま
したが，これが右翼によって大逆思想だと攻撃され大学を辞任
した事件。また津田の著書である『神代史の研究』『古事記及
日本書紀の研究』等の 4 著が発禁処分となりました。

＊11―高柳賢三・大友一郎・田中英夫『日本国憲法制定の過程
I 原文と翻訳』（有斐閣・1972 年）203. 204 頁。
＊12―高柳賢三・大友一郎・田中英夫『日本国憲法制定の過程
II 解説』（有斐閣・1972 年）167 頁。同・注（10）276，277 頁。
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障する根拠があるのかという点です。
「学問の自由」保障の根拠　⒜伝統的学説は，
①学問研究は，つねに従来の考え方を批判して新
しいものを生み出そうとする努力であるから，そ
れに対しては特に高い程度の自由が保障されるべ
きある＊13，②学者・研究者はその領域において
指導的立場にあるエリートであるから通常人の平
均的な水準に立脚する政治や行政がみだりに干渉
すべきではなく，国家も社会もその独立性を尊重
すべきであり，また学問の進歩は文化の先駆的役
割を果たすべきものであるから一切の隷属から解
放されるべきである＊14，等を理由に「学問の自
由」には「表現の自由」とは異なる独自の意義が
あるので，より強い保護を受けて然るべきである
と主張してきました。この考え方は，「学問研
究」が行われるのは主として大学であるから，
「学問の自由」は「大学の自治」の問題にほかな
らないとするものです。この説は，学問の自由を
個人の人権として考えるのではなく，制度的保障
の観念でとらえるものでした。ここにはドイツに
おける学問の自由の観念の強い影響がみられるよ
うに思われます。
すなわち，ドイツでは，ベルリンでの 1848年

の 3月革命のあと，1849年のフランクフルト憲
法 152条に「学問およびその教授は自由であ
る」と明記されました。この規定は，1919年の
ワイマール憲法 142条および 1949年のドイツ連
邦共和国基本法 5条 3項に引き継がれ，「芸術お
よび学問，研究および教授は自由である」と規定
されています。ドイツでは市民革命が不全に終わ
ったことから，君主主権体制の再興の一環として
「大学の自治」が登場したという事情があります。
国家発展の鍵は学問の発達にあるとされ，大学に
おける自由な研究なしに国家の再興もないと観念
されたのです。保障の対象が《学問研究》に限定さ
れたのもそのためです。ここでは「学問の自由」
の根拠は，学問の自己法則性（Eigengesetzlichkeit）に求

めざるを得ません。学問の自由の保障が，個々の
研究者の「研究の自由」の権利よりも，組織化さ
れた学問としての「大学」の機能の自律的遂行に
重点が置かれたのもそのためでした。

23条を制度的保障論と解する見解は，この系
譜に連なるものです。制度的保障論は，ワイマー
ル憲法下の C.シュミット（1888～1985）の唱えたも
のですが，そこでいう制度は歴史的伝統的に形成
された既存の制度が前提とされていました。また，
この理論は制度の核心を立法権の侵害から守るこ
とに目的があり，個人の人権そのものを保障の対
象とするものではありません。したがって，制度
的保障論を 23条に持ち込む場合には，何よりも
日本において歴史的伝統的に形成された既存の
「大学の自治」として守るに足る内容があまりに
希薄である点に問題があります。「大学の自治」
が 23条の「学問の自由」に含まれることは当然
ですが，憲法 23条を「大学の自治」について限
定する解釈は狭きに失するというほかありません。
⒝思うに，「学問」はエリートの特権と考える

べきではないし，「学問」が市民社会の中で特段
に高い文化的価値を生み出すというのも説得力を
欠きます。学問は市民社会の構成員の誰にでも等
しく保障された人権ですから。「学問の自由」を
保障する根拠は，現代社会の根本に遡って考えな
ければならないでしょう。
現代社会は科学技術の発展によって，人類の抱
える課題は地球規模で生起し，国境の壁が低くな
り，社会の高度化複雑化と相俟って学問研究の対
象は拡大多様化しています。一個人としての学問
研究の形態が存在し得ることは勿論ですが，社会
的分業としての「職業としての学問研究」が行わ
れているのが社会的実態です。現代において，人
は学問研究を志す場合，十分な研究手段を確保す
るために職業として学問研究を選択するのであり，
それなしには水準の高い研究を行うことはできま
せん。そして，大学等の高等研究教育機関は，こ
うした学問研究を担う制度として存在しています。
したがって，23条の「学問の自由」は，現代社
会の現実に即して大学を含む専門的研究教育機関

＊13―宮沢俊儀『憲法 II（新版）』（有斐閣・1971 年）395 頁。
＊14―法学協会『注解日本国憲法（上）』（有斐閣・1954 年）455
頁以下。
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の『研究の自由』を定めたものと考えるべきでし
ょう。
問題は，市民的自由の他に敢えて「学問の自
由」の規定を設けた理由です。この点の検討素材
として，アメリカにおける「学問の自由」の問題
を一瞥しておきましょう。マッカーサー草案の源
流を確認しておくことは立法過程の検討としても
重要ですから。
アメリカ法の示唆　アメリカにおいては，元来

「学問の自由」の思想はなかったとされています。
これはアメリカという国の成り立ちと深く関係し
ています。イギリス本国から新大陸に渡ってきた
ピューリタン達は，宗派的同質性のある小規模の
地域社会を形成していました＊15。そこには中世
の大学の伝統はなく，もっぱら自らの宗派の教義
を教え広める機関として大学が作られました。特
定の宗派によって創立された大学では，教育研究
者の思想・信条・言論の自由等，現代の我々が問
題にするような意味での学問の自由は，そもそも
問題になりませんでした。むしろ宗派的自由の保
障が，彼らの学問教育の自由を保障していたので
す。ところが，資本主義が発達し，社会が大規模
化し，人々の居住の流動性がでてくると，地域社
会の同質性も大学内の宗教的同質性も崩れていか
ざるを得ません。さまざまな宗派の人間が大学に
入学してくるようになると，学内における学生の
「思想信条の自由」の保障は必然化せざるを得ま
せん。南北戦争（1861～65）後の工業化の著しい発
展がこうした流れに拍車をかけました。一方で宗
派立の大学は世俗化し，他方で宗派と無関係の大
学や州立大学が登場するようになり，アメリカの
大学は大きな変貌を遂げることになりました。
アメリカでは，私立大学も州立大学も理事会

（board of trustees）が管理権を有しますが，この頃を
境に，大学の理事会の構成が変化し，従来の牧師
から実業家・産業家に重心が移ります。産業資本
が大学に巨額の寄付をするようになったことが反
映したものです。大学運営はビジネスの要素を強

め，その結果，大学の教授・研究者の《地位と研
究》が脅かされる事態が生じてくるようになりま
した。一般に，研究者の学問的良心に基づいた研
究成果の発表が，社会の支配的見解や風潮と合致
しないことは常に起こりうることですが，それは
しばしば研究者に対する道義的非難や人格攻撃と
いう形で行われます。大学内に反社会的言辞や非
難を浴びる研究者がいる場合，大学の管理者は入
学希望者が激減したり，寄付が減ったりすること
を優先視して，学問の自由よりも経営的観点から，
こうした研究者を大学から排除したいと考えがち
です。
実際，1890年代のアメリカでは，理事会と
個々の教授とが衝突し，大学教授がその地位を追
われる事件が頻発しました。大学を企業と同一視
するとすれば，大学の研究者は普通の営利企業の
従業員と同様の地位にあることになります。「雇
うも辞めさせるも自由勝手の哲学（hire and fire philos-

ophy）」が支配すれば，学問の本来の目的である真
理の探究は不可能です。こうした歴史的背景の下
に，理事会の専横から《個々の教授等の研究者の
研究・教育の自由》を守るために「学問の自由」
の観念が生まれたのでした。日本国憲法 23条は，
アメリカにおいて認識された「学問の自由」の観
念を基礎にしているものと解されるべきでしょう。
このように考えてくると，上述した連合国司令
部の第二次試案およびマッカーサー草案が「大学
の自由」と「職業選択の自由」とを並列して規定
したことがよく理解できるように思われます。職
業選択のカテゴリーの一つとして「学問の自由」
を考える視点からは，23条は，「学問研究・教
育」という職業の特殊性に着目した規定であると
いうことになります。職業選択の自由（22条）の次
の条文（23条）に規定された意味もそこにあります。
すなわち，現代社会においては，学問研究に携
わる人間は他者の設置した大学等の研究機関に雇
われて研究するほかありません。通常の企業にお
いては，そこで働く労働者はその業務については，
当該企業の業務命令に服さなければなりませんが，
大学において，仮に同様のことが許されるとすれ＊15―高柳信一『学問の自由』（岩波書店・1983 年）28 頁以下。
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ば，研究の自由はたちどころに喪われてしまいま
す。真理の探究は，研究者の良心と理性に基づい
て行われるべきものであって，上司の命令に従っ
て行われるべきものではないからです。大学にお
ける研究者は，大学の設置者，管理者が有する解
雇権，業務（職務）命令権，懲戒権等の諸権能から
自由でなければ，研究教育者としての本来の職責
を果たすことができません。つまり，市民的自由
の他に憲法 23条が敢えて「学問の自由」の規定
を設けた理由は，①研究者の身分保障，②研究・
教育事項の自主決定権の保障によって，精神的自
由の一つとしての学問の自由の保障を確保するこ
とにあると考えるべきでしょう。
資本主義社会と学問の自由　第三に，原理的な

観点から資本主義社会における学問の性格を考察
してみましょう。
近代においては，研究者は基本的に研究手段か

ら切断されていますが，研究手段を与えられた場
合においても，財政的裏づけなしには自由な「研
究」を達成することができません。このことは，
すべての学問分野に共通することですが，とりわ
け自然科学系の分野では今日，巨額の資金を必要
とするものが少なくなく，研究費の裏づけは死活
問題です。そこで国家は憲法上，研究のための物
的施設や研究費を支給することが義務づけられて
いると解されます。もっとも，この義務に対応し
て個々の研究者が国に対して具体的な権利を有す
るとまではいえず，あくまでも抽象的な権利を有
するにとどまります 。「学問の自由」を真に実現
するためには，国は大学の財政的基礎の確立に配
慮する政策をとるべきですが，そこでは「援助す
れども統制せず（support but control）の原則」が妥当
します。換言すれば，大学に対する財政自治権の
保障は憲法上の原則です。従来，学問の自由の自
由権的側面だけが強調されてきましたが，私見に
よれば，学問の自由には「国家による自由」＊16と

いう積極的側面があることが認識される必要があ
ります。
ここで財政自治権の基礎構造について考えてみ
ましょう。大学は研究と教育を目的としますが，
大学の生み出す商品価値は，研究成果の点でも，
教育成果の点でも市場の論理では計りがたい性質
をもちます。設置主体（国公私立）の如何を問わず，
大学の授業料収入と生産物たる商品とはバランス
が取れないのが通常です。資本主義社会において，
大学は利潤を目的として作られた組織ではなく，
より長期的な視点にたって真理の発見とその伝達
（教育）を目的とする組織ですから，憲法はこれに
格別の保障を与えているのであり，生産物たる商
品（研究成果）の市場性が本来的に予定されていませ
ん（大学の公共的性格）。つまり，大学で生産される
「研究成果」は，そもそも市場における商品化を
目的としていないのです。確かに研究成果の中に
は市場の商品化に馴染むものもあります。しかし，
企業の研究機関と違って，大学の研究はそれ自体，
真理の探究を目的として生産されたものであり，
真理の探究の結果と商品性とは原理的には必ずし
も一致しないのです。
大学のいま一つの生産物である「教育」は，あ
る意味では商品性がないといえませんが，その対
価としての授業料収入だけで大学のすべての経費
を賄うことは困難です。憲法が「学問の自由」を
保障したのは，まさに大学で行われる研究も教育
も，市場の商品価値では計れないという特質の故
であって，商品性を度外視して真理の探究を目指
すことに社会的価値を見出したからに他なりませ
ん。大学で生み出される「理論」や「発見・発
明」は，必ずしもすぐに社会に役立つとは限りま
せん。しかし，研究成果の蓄積によって何十年後
かには人類に役立つものがあり得るのです。教育
についても大学は即効性のある技術を与えること
だけが目的なのではなく，真理に対する愛や公共
善や科学的精神を教授することによって学生に刺

＊16―国家の積極的介入（法律によって制度を作り，あるいは
権利を与えること）によって実現される人権のことです。憲法
25 条の保障する生存権の場合，生活保護法等の法律を作り，
法律の与えた権利に基づいて一定の給付を請求することで「健

康で文化的な最低限度の生活を営む」ことができるようになり
ます。
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激を与え，個人個人の人格形成や世界観・人生観
の形成に寄与する。そういう意味で，大学の生産
するものは，しばしば無形の価値であり，計量化
に馴染まないものです。しかし，無形の価値であ
るが故にそれ自体人類にとって貴重なものである
ことも多いというべきでしょう。
大学（研究機関）のこうした特質から，二つのこと

が導かれます。一つは，憲法 23条は，従来説か
れてきたように「精神的自由権」としての性格だ
けを有するのではなく，上述したように，「国家
による自由」としての積極的性格を有するという
ことです。二つ目は，大学に対する財政的援助や
資金の授受は，研究内容をコントロールするもの
であってはなりません。もちろん特定の学問分野
や課題，あるいは特定の施設等に用途を限定した

国，自治体，個人または団体の資金援助はできる
限り研究者の意思が尊重されるべきであり，「自
由な研究」と抵触する限りで，市民法上の原則は
当然に修正されるものと解されます 。それが
「研究の自由」を害する限りで無効というべきで
しょう。大学における「財政自主権」の保障は，
この二つを含意するものと解されます。
そして，ここからさまざまなコロラリーが引き
出されます。例えば，①研究者は軍事技術や兵器
の研究，殺人の研究といった憲法秩序および市民
社会の公序良俗に反する研究の委託を受けるべき
ではないこと，②学問の自由を守るためには，大
学にもまたこれを護る気概と憲法原理にそくした
自己規律が求められるということです。


